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　う蝕歯に対して、レーザー照射により窩洞形成又はう蝕歯即時充填形成を
行うにつき、必要な機器を設置していること
［算定要件］
　う蝕歯に対して、レーザー照射により窩洞形成又はう蝕歯即時充填形成を
行った場合に窩洞形成又はう蝕歯即時充填形成に係る費用に加算する

新規医療技術の保険導入（歯科）
第１　基本的な考え方
　医療の高度化等に対応する観点から、診療報酬調査専門組織の医療技術評
価分科会における検討結果を踏まえ、新規技術の保険導入を行う。
第２　具体的な内容
１　非侵襲性歯髄覆罩法
　　深在性のう蝕歯（臨床的に健康な歯髄を有する又は可逆性歯髄炎を伴う

う蝕歯）に対して、感染歯質を残した水酸化カルシウム製剤等による非侵
襲性の歯髄覆罩法について、新たに診療報酬上の評価を行う。

（新）非侵襲性歯髄覆罩　○○○点（１歯につき）
［算定要件］
　１　感染象牙質を部分的に除去した後、計画的に水酸化カルシウム製剤等

を貼付し、歯髄の保存を図った場合に算定する
　２　非侵襲性歯髄覆罩を行った場合は３か月間の経過観察を行う
　３　非侵襲性歯髄覆罩を行った歯が抜髄となった場合は、抜髄に係る費用

から低減
（参考）非侵襲性歯髄覆罩法

　う蝕によって発生するう窩が大きく、感染した軟化象牙質を全て除去
すれば歯髄が露出し、歯髄の除去に至る可能性がある深在性のう蝕歯
（臨床的に健康な歯髄を有する又は可逆性歯髄炎を伴うう蝕歯）に対し
て、感染歯質を一部残し、無菌化、再石灰化及び修復象牙質の形成を促
すための水酸化カルシウム製剤等を貼付し、感染部の治癒を図る技術。

２　静脈内鎮静法
　　歯科治療に対して協力を得ることが難しい小児患者、歯科治療恐怖症の

患者及び歯科治療時に配慮すべき医科的全身疾患を有する患者等を対象と
した静脈内鎮静法について、新たに診療報酬上の評価を行う。

（新）静脈内鎮静法　○○○点
［算定要件］
　１　術前・術中・術後の管理を十分に行うこと
　２　静脈確保の手技、薬剤の投与量と呼吸・循環系など全身状態の把握、

鎮静過剰期における対応、意識消失時の気道確保など、的確な全身的管
理を行うこと

　３　吸入鎮静法と併せて算定することはできない

３　肺血栓塞栓症予防管理
　　肺血栓塞栓症を発症する危険性が高い入院中の患者に対して、肺血栓塞

栓症の予防を目的として行う計画的な医学管理について、歯科診療報酬に
おいても評価を行う。

　肺血栓塞栓症予防管理料　○○○点
［算定要件］
　１　病院等に入院中の患者であって肺血栓塞栓症を発症する危険性が高い

ものに対して、肺血栓塞栓症の予防を目的として、必要な機器又は材料
を用いて計画的な医学管理を行った場合に、入院中１回に限り算定す
る

　２　肺血栓塞栓症の予防を目的として使用される弾性ストッキング及び間
歇的空気圧迫装置を用いた処置に用いた機器、材料の費用は所定点数に
含まれる

第１　基本的な考え方
１　歯科矯正治療は、疾患としての位置付けが明確なものについて診療報酬

上評価している。
２　また、現行の診療報酬上においては、小児義歯は原則として認められて

いないが、後継永久歯が無く著しい言語障害及び咀嚼障害を伴う先天性無
歯症児に対する小児義歯に限り認められている。

３　これらの技術について、学会からの医療技術評価希望書に基づき、医療
技術評価分科会において検討した結果を踏まえ、療養の給付の対象とする
歯科矯正及び小児義歯の適応症の拡大を行うとともに、歯科矯正治療につ
いて、診療の実態に即したものとなるよう、歯科矯正診断料及び顎口腔機
能診断料の評価の在り方を見直す。

第２　具体的な内容
１　歯科矯正に関する療養の給付の対象とする適応症の拡大
　　歯科矯正治療に係る療養の給付の対象となる厚生労働大臣が定める先天

性疾患等の範囲を拡大する。

２　歯科矯正治療の診療実態に即した算定要件等の見直し
　　歯科矯正治療について、実態に即した評価を行うため、歯科矯正診断料

に係る診断を行う時期として、一連の歯科矯正治療における顎切除等の手
術を実施するときを追加し、新規に評価する。

現　行 改正案

［療養の給付の対象とする適応症］
・唇顎口蓋裂に起因した咬合異常
・顎離断等の手術を必要とする顎変
形症
・以下の疾患に起因する咬合異常
　ゴールデンハー症候群（鰓弓異常
症を含む。）、鎖骨・頭蓋異形成症、
クルーゾン症候群、トリーチャーコ
リンズ症候群、ピエールロバン症候
群、ダウン症候群、ラッセルシルバ
ー症候群、ターナー症候群、べック
ウィズ・ウィードマン症候群、尖頭
合指症

［療養の給付の対象とする適応症］
・唇顎口蓋裂に起因した咬合異常
・顎離断等の手術を必要とする顎変
形症
・以下の疾患に起因する咬合異常
　ゴールデンハー症候群（鰓弓異常
症を含む。）、鎖骨・頭蓋異形成症、
クルーゾン症候群、トリーチャーコ
リンズ症候群、ピエールロバン症候
群、ダウン症候群、ラッセルシルバ
ー症候群、ターナー症候群、べック
ウィズ・ウィードマン症候群、尖頭
合指症、ロンベルグ症候群、先天性
ミオパチー、顔面半側肥大症、エリ
ス・ヴァン・クレベルド症候群、軟
骨形成不全症、外胚葉異形成症、神
経線維腫症、基底細胞母斑症候群、
ヌーナン症候群、マルファン症候
群、プラダーウィリー症候群、顔面
裂

現　行 改正案

１　歯科矯正診断料は、歯科矯正を
開始したとき、動的処置を開始した
とき、マルチブラケット法を開始し
たとき及び保定を開始したとき、各
々につき１回に限り算定する

２　顎口腔機能診断料の算定要件
　別に厚生労働大臣が定める施設基
準に適合しているものとして地方社
会保険事務局に届け出た保険医療機
関において、顎変形症の歯科矯正に
係る顎口腔機能分析及び歯科矯正診
断を行い、病名、症状、治療内容
（手術を含む。）、治療期間、治療頻
度、保定等について記載した治療計
画書を歯科矯正に関する医療を担当
する保険医療機関及び口腔に関する
医療を担当する保険医療機関が連携

１　歯科矯正診断料は、歯科矯正を
開始したとき、動的処置を開始した
とき、マルチブラケット法を開始し
たとき保定を開始したとき及び一連
の歯科矯正治療における顎切除等の
手術を実施するとき、各々につき１ 
回に限り算定する

２　顎口腔機能診断料の算定要件
　別に厚生労働大臣が定める施設基
準に適合しているものとして地方社
会保険事務局に届け出た保険医療機
関において、顎変形症の歯科矯正に
係る顎口腔機能分析を行い、治療計
画書を顎離断等の手術を担当する保
険医療機関と連携して作成した患者
に対し、文書により提供した場合に
算定する

歯科矯正及び小児義歯の適応症の拡大
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